
◎基本情報

主

副

● 対象 ○ 対象外 ● 対象 ○ 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ○ 一部委託 ● 全部委託　 ○ 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 15,003 12,440 12,440 13,440

事業費

の内訳

令和3年度決算

委託料（①企業情報掲載費②学生採用支援費等③広報費等）：１１，０００千円

令和4年度予算

委託料（①企業情報掲載費②学生採用支援費等③広報費等）：１２，０００千円

人工 0.3 0.2 0.2 0.2

人件費 2,160 1,440 1,440 1,440

事業費 12,843 11,000 11,000 12,000

うち特定財源 0 0 0 0

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

0 年度

関連法令・条例・
要綱等

中小企業基本法

他都市の状況

各指定都市においても、大学生の地元就職を促進するため、オリジナルウェブサイトを開設し企業情報を発信して
いる。また、函館市では２０２１年度から本市と同様の事業を開始している。

実施結果

参加企業　２５社
参加企業採用予定数　４２人
参加企業採用決定数　２１人
参加企業採用充足率　５０％

事業実施における
工夫点

民間事業者等が持つ最新のノウハウを活用し、市内企業の魅力を効果的に発信する企画案を幅広く募集するた
め、公募型企画提案（プロポーザル）方式により事業の委託企業を決定する。

対象者 市内の中小企業 開始 平成28 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

市内大学生と市内企業とのマッチング促進
（ＡＰ２０１９事業目標：掲載企業の新卒求人充足率（採用決定者数／採用予定者数））

長期

市内大学生の道外流出防止

取組内容

①市内の大学生が利用する就職支援サイトに、これまで経費上の問題などから掲載をしていなかった市内企業の
情報を掲載することで、大卒採用を伴走支援する。
②掲載企業による合同企業説明会の実施や、市内で開催する合同企業説明会に出展することで、学生と市内企
業とのマッチングを促進する。
③参加企業に入社予定の内定者を対象とした研修を実施することで、内定辞退や入社後の早期離職を防止し市
内企業の人手不足解消の一助とする。
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◎検証（振り返り）

□ 企画 □ 実施 ■ 評価 □ 対象外 □ 回答 ■ 反映

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

● 改善 ○ 現状維持 ○ 休止・廃止

● 拡充 ○ 現状維持 ○ 縮小 ○ その他

千
円

今回の評価

評価の理由
アンケート調査の結果では、総合的な満足度は高いため。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

市内企業の情報発信の必要性やニーズは高いため、支援企業数の拡大について検討していくとともに、市
内企業全体への波及効果を生み出せるよう事業を展開していく必要がある。

予算
支援企業数を拡大し、より一層市内企業と市内大学生のマッチングを
促進する予定である。 見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

本事業参加企業のみの合同企業説明会を実施することによって、より
一層市内企業と市内大学生のマッチング促進に寄与した。 見直し効果額

（前年度）
0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

市内中小企業と学生とのマッチング機会確保のため、引き続き専任サポーターによるきめ細かな支援に努め
るとともに、市内企業全体への波及効果を生み出せるよう事業内容等について検討していく。

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

公募型企画提案により、効果的に市内企業の魅力を発信する企画案を幅広く募集し、委託事業
者を決定しているため、実施主体は適切である。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

事業を通じて学生の母集団が形成され、多くの学生との接触機会を設けられたとの声も多い。参
加企業へのアンケート調査結果では、「総合的な満足度」で普通以上と答えた割合は９２％と高
い。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

B

求人充足率の目標６０％に対し、令和３年度の実績が５０％と目標を下回っているが、２１人の学
生が本事業参加企業に採用されており、市内大学生と市内企業のマッチング促進に寄与してい
る。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

企業に対し専任サポーターをつけ、効果的な企業の魅力発信方法や採用に繋げるための手法な
どを指導するといった支援のボリュームを考慮すると２５社での事業運営が適切である。

項目 判定 理由

成果指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

成果指標１

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

60%

活動指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

活動指標１

指標名 求人充足率（採用決定者数/採用予定者数）

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

68.20% 60% 50%


